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告示 令和７年度神戸市包括外部監査契約の締結 監査事務局第１課 1

告示 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
法律（平成17年法律第123号）第11 条の２第１項第１号の規
定に基づく事務の委託
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告示 生活保護法等による指定医療機関の指定の辞退 福祉局くらし支援課 7

告示 生活保護法等による指定医療機関の事業の休止 福祉局くらし支援課 8

告示 生活保護法等による指定医療機関の事業の廃止 福祉局くらし支援課 9

告示 生活保護法等による施術者の指定 福祉局くらし支援課 11

告示 生活保護法等による指定介護機関の名称等の変更 福祉局くらし支援課 12

告示 生活保護法等による指定介護機関の事業の休止 福祉局くらし支援課 13

告示 特定非営利活動法人の認定有効期間の更新 地域協働局地域活性課 14

告示 地縁による団体の認可についての告示事項の変更（長畑自
治会等）

地域協働局地域活性課 15

告示 瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定施設の設置許
可申請の概要及び事前評価に関する事項を記載した書面の
縦覧

環境局環境保全課 17

告示 道路法による道路の供用開始（市道糀台91号線） 建設局道路管理課 19

告示 道路法による道路の区域決定・供用開始（市道 名谷南主要
緑道）

建設局道路管理課 20

告示 道路法による道路の区域決定・供用開始（市道 有野台209～
211号線）

建設局道路管理課 21

告示 道路法による道路の区域変更・供用開始（市道 有野台72号
線、有野町合併第136、151号線）

建設局道路管理課 22

告示 道路法による道路の区域変更・供用開始（県道神戸三田線、
三木三田線）

建設局道路管理課 23

告示 神戸総合運動公園における公金の徴収に関する事務の委託 建設局公園部魅力創造
課

24

告示 有料公園施設における使用料徴収業務の委託 建設局公園部管理課 25

告示 神戸総合運動公園サブ球場における使用料徴収業務の委
託

建設局公園部管理課 26

告示 苔谷公園における有料公園施設使用料徴収業務の委託 建設局公園部管理課 27

告示 貸付料徴収事務の委託 文化スポーツ局スポーツ
企画課

28

告示 神戸市中央卸売市場東部市場の市場施設使用料等の収納
事務委託１（水産部）

経済観光局中央卸売市
場運営本部東部市場

29

告示 神戸市中央卸売市場東部市場の市場施設の使用料等の収
納事務委託２（青果部）

経済観光局中央卸売市
場運営本部東部市場

30

告示 垂水漁港岸壁・物揚場に係る使用料の徴収事務 経済観光局農水産課 31

公告 神戸農業振興地域整備計画の変更に係る計画案の縦覧等 経済観光局農政計画課 32

公告 建築協定書の提出及びその縦覧（唐櫃台住宅地地区建築協
定）

建築住宅局建築指導部
建築安全課

34
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公告 建築基準法第42条第1項第5号の規定に基づく道路の指定 建築住宅局建築指導部
建築安全課

35

公告 神戸市名谷町社谷土地区画整理組合の理事の住所変更 都市局地域整備推進課 36

水道局 水道局副局長等専決規程及び神戸市水道局契約規程の一
部を改正する規程

水道局経営企画課 37

監査委員 包括外部監査人松谷卓也の補助者 監査事務局第１課 87
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神戸市告示第33号 

 令和７年度に係る包括外部監査契約を締結したので、地方自治法（昭和22年法律第

67号。以下「法」という。）第252条の36第６項の規定により次のとおり告示する。 

  令和７年４月３日 

 神戸市長 久 元 喜 造 

１ 包括外部監査契約の期間の始期 

  令和７年４月１日 

２ 包括外部監査契約を締結した者（以下「契約者」という。）に支払うべき監査に

要する費用の額の算定方法 

⑴ 契約者に支払うべき監査に要する費用の額は、基本費用の額に執務費用及び

実費の額を加えた額とする。 

⑵ 基本費用の額は、4,290,000円（消費税及び地方消費税に相当する額を含む。）

とする。 

⑶ 執務費用及び実費の額は、算定した金額の合計とし、13,061,000円（消費税及

び地方消費税に相当する額を含む。）を上限とする。 

⑷ 執務費用の額は、基本執務費用及び外部監査人補助者執務追加費用の合計に

消費税及び地方消費税に相当する額を加えた額とする。この場合において、執務

費用の額には、契約者及び法第 252 条の 32 第４項に規定する外部監査人補助者

（以下単に「補助者」という。）の市内における旅行に係る交通費を含む。（執務

費用の算定にあたっては、１人あたり総執務時間を７時間で割り戻したものを

日数とし、１日未満の端数は切り捨てる。） 

⑸ 基本執務費用の額は、契約者が監査を行うとともに監査の結果に関する報告

を提出するために執務をした日数に82,000円（消費税、地方消費税額を含まな

い。）を乗じて得た額とする。 

⑹ 外部監査人補助者執務追加費用の額は、各補助者が契約者の監査の事務を補

助した日数に、次に掲げる補助者の区分に応じそれぞれ定める額を乗じて得た

額とする。 

ア 弁護士又は公認会計士 68,000円（消費税、地方消費税額を含まない。）

イ 税理士・会計士補等 52,000円（消費税、地方消費税額を含まない。）
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ウ ア及びイに掲げる者以外の者 20,000円（消費税、地方消費税額を含まない。） 

⑺ 実費の額は、旅費の額に関係人出頭費用及び諸費用の額を加えた実費金額（消

費税及び地方消費税に相当する額を含む。）とする。 

⑻ 旅費の額は、契約者が監査のために出張（市域を離れて旅行をすることをいう。

以下同じ。）をしたときの当該出張に要した費用の額及び補助者が契約者の監査

の事務を補助するために出張をしたときの当該出張に要した費用の額を市職員

の旅費の例により算定した額とする。 

⑼ 関係人出頭費用の額は、契約者が法第252条の38第１項の規定により関係人の

出頭を求めたときに、当該関係人の出頭に要した費用を本市における実費弁償の例

により算定した額とする。 

⑽ 諸費用の額は、前２号に掲げるもののほか、契約者が監査に要した費用として

契約者が監査委員と協議して算定した額とする。 

３ 契約者の氏名及び住所 

  松 谷 卓 也 

  兵庫県西宮市松ケ丘町14番23号 

４ 契約者に支払うべき監査に要する費用の支払方法 

  当該業務の終了後に監査に要した費用の額を確定し、検査終了後に支払うもの

とする。 
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神戸市告示第５８号 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第

11 条の２第１項第１号の規定に基づき、同法第９条第１項、第10条第１項並びに第11条第１

項及び第２項に規定する事務の一部を次のとおり委託するので、同法第11条の２第４項の規定

により告示する。 

令和７年４月８日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 事務所の名称及び所在地 

名称 公益財団法人こうべ市民福祉振興協会 

所在地 神戸市北区しあわせの村１番１号 

２ 指定事務受託法人の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名 

名称 公益財団法人こうべ市民福祉振興協会 

所在地 神戸市北区しあわせの村１番１号 

代表者 代表理事 長田 淳 

３ 委託開始予定年月日 

令和７年４月８日 

４ 委託事務の内容 

指定障害福祉サービス事業者に対する運営指導業務 
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神戸市告示第59号 

 次の医療機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条および中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の指定をしたので、生活保護法第 55 条の 3 の

規定により告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

名称 所在地 指定年月日 

武田整形外科リハビリク

リニック

神戸市北区鈴蘭台北町１丁目１０番１７号 令和 7 年 3 月 3 日 

二見クリニック 神戸市北区有野台６丁目１９番８号 令和 7 年 2 月 18 日 

医療法人 六然会 清水

クリニック

神戸市兵庫区羽坂通４丁目２番２６号 令和 7 年 3 月 1 日 

ＫＯＢＥ ＫＯＢＡ Ｃ

ＬＩＮＩＣ 内視鏡内

科・大腸・肛門・乳腺外

科 

神戸市北区鈴蘭台北町１丁目１０番１７号 令和 7 年 3 月 1 日 

青志会まつだ歯科医院 神戸市兵庫区下沢通３丁目１番２５号 令和 7 年 3 月 1 日 

はつだ歯科クリニック 神戸市西区伊川谷町有瀬３２０番１号 令和 7 年 3 月 1 日 

クローバーデンタルクリ

ニック

神戸市西区糀台５丁目５番２号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 長田店 神戸市長田区長田町１丁目３番１号 令和 7 年 3 月 1 日 

三鈴薬局 神戸市北区鈴蘭台北町１丁目１０番１７号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 有野店 神戸市北区有野町有野１２４３番１号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 神戸店 神戸市中央区北長狭通５丁目６番６号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 魚崎店 神戸市東灘区魚崎中町４丁目６番１５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 みかげ南

店 

神戸市東灘区御影本町４丁目９番１７号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 神緑店 神戸市兵庫区荒田町３丁目１１番１９号 令和 7 年 3 月 1 日 
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阪神調剤薬局 元町店 神戸市中央区元町通１丁目９番５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 神大店 神戸市中央区楠町６丁目１３番２４号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 三宮店 神戸市中央区琴ノ緒町４丁目３番１３号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 六甲道店 神戸市灘区森後町２丁目２番２２号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 名谷店 神戸市須磨区西落合５丁目４番５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 御影店 神戸市東灘区御影中町１丁目７番２０号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 神鋼店 神戸市中央区脇浜町１丁目４番４７号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 青木店 神戸市東灘区北青木２丁目６番１２号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 箕谷店 神戸市北区山田町下谷上字梅木谷４１番４

号 

令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 からと店 神戸市北区唐櫃台２丁目２番１６号 令和 7 年 3 月 1 日 

甲南光薬局 神戸市東灘区本庄町３丁目１０番２号 令和 7 年 3 月 1 日 

ブレス薬局 神戸中央病

院前店 

神戸市北区惣山町５丁目９番５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 灘東店 神戸市中央区上筒井通５丁目１番８号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 湊川店 神戸市兵庫区大井通１丁目１番２７号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 大開店 神戸市長田区二番町３丁目１番 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 六甲ファ

ーマシー店 

神戸市灘区宮山町３丁目３番４４号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 住吉川店 神戸市東灘区住吉本町３丁目４番１５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 新須磨店 神戸市須磨区衣掛町４丁目１番２５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 阪神セン

ター店

神戸市東灘区魚崎西町２丁目３番３号 令和 7 年 3 月 1 日 
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阪神調剤薬局 三宮セン

ター街店

神戸市中央区三宮町１丁目４番１号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 阪神セン

ター大蔵谷店

神戸市西区伊川谷町有瀬池林６８２番地１ 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 向洋町店 神戸市東灘区向洋町中７丁目１番５号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 神戸日赤

前店 

神戸市中央区脇浜海岸通１丁目４番１０号 令和 7 年 3 月 1 日 

阪神調剤薬局 魚崎南町

店 

神戸市東灘区魚崎南町８丁目１２番１７号 令和 7 年 3 月 1 日 

Ｉ＆Ｈライフ本山薬局 神戸市東灘区本山南町６丁目１０番２８号 令和 7 年 3 月 1 日 

訪問看護ステーションふ

ぁみりあ 

神戸市西区桜が丘中町５丁目９番２号 令和 7 年 3 月 1 日 

西神そうあい歯科 神戸市西区糀台５丁目１０番２号 令和 7 年 4 月 1 日 

さの内科循環器クリニッ

ク 

神戸市灘区深田町４丁目１番４５号 令和 7 年 4 月 1 日 

かしわぎ内科クリニック 神戸市兵庫区水木通５丁目１番２号 令和 7 年 4 月 1 日 

日本調剤 三宮薬局 神戸市中央区磯上通７丁目１番２３号 令和 7 年 4 月 1 日 

サンドラッグＣＡＲＥＲ

三宮オーパ薬局 

神戸市中央区三宮町１丁目５番２４号 令和 7 年 4 月 1 日 

とよだ内科・内視鏡クリ

ニック

神戸市中央区磯上通７丁目１番２３号 令和 7 年 4 月 1 日 

レディウェル神戸クリニ

ック 

神戸市中央区中町通２丁目１番１６号 令和 7 年 4 月 1 日 
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神戸市告示第60号 

 次の指定医療機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 51 条および中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の指定の辞退があったので、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示

する。 

令和６年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

名称 所在地 辞退年月日 

ＬＩＫＩ ＣＬＩＮＩＣ 

ＫＯＢＥ 

神戸市中央区布引町３丁目１番７号 令和 7 年 3 月 16 日 
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神戸市告示第61号 

 次の指定医療機関について，生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 2 および

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条４項の規定により，当該指定医

療機関の事業を休止したとして届出があったので，生活保護法第 55 条の 2 の規定により

告示する｡  

令和７年４月 15日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 病院，診療所又は薬局 

名 称 所 在 地 休止年月日 

ｈｏｍｅ看護ステーション 

ハイ・にこ・ポン

神戸市北区有野町有野字宮の下９２７

番１号 
令和 7 年 4 月 15 日 
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神戸市告示第62号 

 次の指定医療機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 50 条の 2 および中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の規定により、当該指定医療機関の事

業を廃止したとして届出があったので、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

名称 所在地 廃止年月日 

武田整形外科リハビリ

クリニック

神戸市北区鈴蘭台北町１丁目１０番１７

号 

令和 7 年 3 月 2 日 

二見クリニック 神戸市北区有野台６丁目１９番８号 令和 7 年 2 月 17 日 

医療法人 六然会 清

水クリニック 

神戸市兵庫区羽坂通４丁目２番２６号 令和 7 年 2 月 28 日 

ＫＯＢＥ ＫＯＢＡ 

ＣＬＩＮＩＣ 内視鏡

内科・大腸・肛門・乳

腺外科 

神戸市北区鈴蘭台北町１丁目１０番１７

号 

令和 7 年 2 月 28 日 

青志会まつだ歯科医院 神戸市兵庫区下沢通３丁目１番２５号 令和 7 年 2 月 28 日 

はつだ歯科クリニック 神戸市西区伊川谷町有瀬３２０番１号 令和 7 年 2 月 28 日 

クローバーデンタルク

リニック

神戸市西区糀台５丁目５番２号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 長田店 神戸市長田区長田町１丁目３番１号 令和 7 年 2 月 28 日 

三鈴薬局 神戸市北区鈴蘭台北町１丁目１０番１７

号 

令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 有野店 神戸市北区有野町有野１２４３番１号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 神戸店 神戸市中央区北長狭通５丁目６番６号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 魚崎店 神戸市東灘区魚崎中町４丁目６番１５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 みかげ

南店 

神戸市東灘区御影本町４丁目９番１７号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 神緑店 神戸市兵庫区荒田町３丁目１１番１９号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 元町店 神戸市中央区元町通１丁目９番５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 神大店 神戸市中央区楠町６丁目１３番２４号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 三宮店 神戸市中央区琴ノ緒町４丁目３番１３号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 六甲道

店 

神戸市灘区森後町２丁目２番２２号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 名谷店 神戸市須磨区西落合５丁目４番５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 御影店 神戸市東灘区御影中町１丁目７番２０号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 神鋼店 神戸市中央区脇浜町１丁目４番４７号 令和 7 年 2 月 28 日 
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阪神調剤薬局 青木店 神戸市東灘区北青木２丁目６番１２号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 箕谷店 神戸市北区山田町下谷上字梅木谷４１番

４号 

令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 からと

店 

神戸市北区唐櫃台２丁目２番１６号 令和 7 年 2 月 28 日 

甲南光薬局 神戸市東灘区本庄町３丁目１０番２号 令和 7 年 2 月 28 日 

ミツバ薬局 神戸市北区惣山町５丁目９番５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 灘東店 神戸市中央区上筒井通５丁目１番８号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 湊川店 神戸市兵庫区大井通１丁目１番２７号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 大開店 神戸市長田区二番町３丁目１番 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 六甲フ

ァーマシー店 

神戸市灘区宮山町３丁目３番４４号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 住吉川

店 

神戸市東灘区住吉本町３丁目４番１５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 新須磨

店 

神戸市須磨区衣掛町４丁目１番２５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 阪神セ

ンター店

神戸市東灘区魚崎西町２丁目３番３号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 三宮セ

ンター街店

神戸市中央区三宮町１丁目４番１号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 阪神セ

ンター大蔵谷店

神戸市西区伊川谷町有瀬池林６８２番地

１ 

令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 向洋町

店 

神戸市東灘区向洋町中７丁目１番５号 令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 神戸日

赤前店 

神戸市中央区脇浜海岸通１丁目４番１０

号 

令和 7 年 2 月 28 日 

阪神調剤薬局 魚崎南

町店 

神戸市東灘区魚崎南町８丁目１２番１７

号 

令和 7 年 2 月 28 日 

Ｉ＆Ｈライフ本山薬局 神戸市東灘区本山南町６丁目１０番２８

号 

令和 7 年 2 月 28 日 
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神戸市告示第63号 

 次の施術者について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条において準用する同法

第 49 条および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の指定をしたの

で、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告示する。  

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１．はり・きゅう師 

施術所の名称 施術者の氏名 施術所の所在地 指定年月日 

中西 貴久（宮内

整骨院） 

中西 貴久 兵庫県尼崎市大庄西町１丁目２番

１号 

令和 7 年 4 月 1

日 
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神戸市告示第64号 

 次の指定介護機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項にお

いて準用する同法第 50 条の 2 および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条第 4 項の規定により、当該指定介護機

関の名称等に変更があったとして届出があったので、生活保護法第 55 条の 3 の規定により告

示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

当該変更にかか

る介護事業所の

名称 

当該変更にかか

る介護事業所の

所在地 

介護事業

者の名称 

介護事業者の

主たる事務所

の所在地 

変更年月

日 
サービス種類

介護センターつる

ぎ 

(新)神戸市長田

区萩乃町２丁目

４番８号 

(旧)神戸市兵庫

区御崎本町２丁

目１０番２号 

株式会社

剣 

神戸市長田区

萩乃町２丁目

４番８号 

令和 7 年 

2 月 1 日 

訪問介護 介護

予防訪問介護 

訪問型サービス

（独自） 

ナイスケア (新)神戸市兵庫

区荒田町３丁目

１４番７号 

(旧)神戸市兵庫

区荒田町１丁目

６番３号 

合同会社

ＡＫＡＳ

ＨＩ 

明石市大久保

町高丘６丁目

１７番地の３ 

令和 6 年 

8 月 1 日 

訪問介護 訪問

型サービス（独

自） その他の

生活支援サービ

ス（その他／定

率） 
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神戸市告示第65号 

 次の指定介護機関について、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項において準用

する同法第 50条の 2および中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号）第 14 条４項の規定より、当該指定介護

機関の事業を休止したとして届出があったので、生活保護法第 55 条の 2の規定により告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

当該変更にかかる

介護事業所の名称 

当該変更にかか

る介護事業所の

所在地 

介護事業者

の名称 

介護事業者の

主たる事務所

の所在地 

休止年月

日 
サービス種類

ｈｏｍｅ看護ｓｔ

ａｔｉｏｎ ハ

イ・にこ・ポン

神戸市北区有野

町有野字宮の下

９２７番１号 

一般社団法

人神戸総合

支援センタ

ーｈｅａｒ

ｔ 

神戸市北区藤

原台南町三丁

目９番１２号 

令和 7年 

4 月 15 日 

訪問看護 介護予防訪問

看護 
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神戸市告示第66号 

次の特定非営利活動法人について、特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第51条第２項に

係る有効期間の更新をしたので、同法第51条第５項により準用する同法第49条第２項の規定により次

のとおり告示する。 

令和７年４月15日 

神戸市長 久 元 喜 造 

法人名 特定非営利活動法人ＳＥＥＤＳ Ａｓｉａ 

代表者 ショウ ラジブ

所在地 神戸市東灘区岡本１丁目７番７－307号 

目的  この法人は、主にアジアにおいて、環境問題の改善や防災並びに災害救援に関す

る事業を行い、これらの事業をとおして、社会全体の持続可能な発展や人間の安全

保障の確保に寄与することを目的とする。 

有効期間 ５年間（令和７年２月18日から令和12年２月17日まで） 
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神戸市告示第67号 

地方自治法(昭和22年法律第67号)第260条の２第11項の規定により、長畑自治会、桜塚自治会、

広古自治会、岡自治会、老ノ口自治会、小寺自治会について、告示された事項に変更があった

として届出があったので、同条第10項の規定により次のとおり告示する。 

令和７年４月15日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 届け出た地縁による団体 

名称 長畑自治会 桜塚自治会 広古自治会 

主たる事務所 
神戸市西区長畑町４番地

の９ 

神戸市西区白水１丁目35

番７号 

神戸市西区岩岡町古郷

1307番地の５ 

代表者の氏名 詫間 花帆 山岡 真澄 小山 善広 

代表者の住所 
神戸市西区長畑町15番地

の９ 

神戸市西区白水１丁目35

番７号 

神戸市西区岩岡町古郷

1204番地 

名称 岡自治会 老ノ口自治会 小寺自治会 

主たる事務所 
神戸市北区長尾町宅原

1248番地の1 

神戸市西区神出町東847

番地の1 

神戸市西区伊川谷町小

寺252番地 

代表者の氏名 山中 定己 藤本 正博 植條 峰雄 

代表者の住所 
神戸市北区長尾町宅原72

番地 

神戸市西区神出町東946

番地の２ 

神戸市西区伊川谷町小

寺11番地 

２ 変更があった事項及びその内容、変更年月日 

（１）長畑自治会         令和６年４月１日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 下山 芳洋 詫間 花帆 

代表者の住所 神戸市西区長畑町７番地の16 神戸市西区長畑町15番地の９ 

（２）桜塚自治会 令和７年４月１日変更 

変更前 変更後 

主たる事務所 神戸市西区白水１丁目35番10号 神戸市西区白水１丁目35番７号 

代表者の氏名 矢倉 保 山岡 真澄 

代表者の住所 神戸市西区白水１丁目35番10号 神戸市西区白水１丁目35番７号 
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（３）広古自治会 令和７年４月１日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 村上 常治 小山 善広 

代表者の住所 神戸市西区岩岡町古郷1309番地の５ 神戸市西区岩岡町古郷1204番地 

（４）岡自治会 令和５年３月12日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 岡 博文 岡 義信 

代表者の住所 神戸市北区長尾町宅原508番地 神戸市北区長尾町宅原1266番地 

令和７年３月９日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 岡 義信 山中 定己 

代表者の住所 神戸市北区長尾町宅原1266番地 神戸市北区長尾町宅原72番地 

（５）老ノ口自治会 令和３年１月10日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 長田 義春 西馬 忠彦 

代表者の住所 神戸市西区神出町東1004番地 神戸市西区神出町東932番地の１ 

令和７年１月13日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 西馬 忠彦 藤本 正博 

代表者の住所 神戸市西区神出町東932番地の１ 神戸市西区神出町東946番地の２ 

（６）小寺自治会 令和７年４月１日変更 

変更前 変更後 

代表者の氏名 金月 将弥 植條 峰雄 

代表者の住所 神戸市西区伊川谷町小寺223番地 神戸市西区伊川谷町小寺11番地 
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神戸市告示第68   号 

瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和 48 年法律第 110 号）第５条第１項の規定による特定施設の

設置許可の申請があったので、同条第３項において準用する同法第５条第４項の規定により、その

概要を次のとおり告示する。 

なお、この変更が環境に及ぼす影響についての調査の結果に基づく事前評価に関する事項を記載

した書面を次のとおり縦覧に供する。 

令和７年４月 15日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 申請の概要 

(1) 申請者の名称及び住所並びに代表者の氏名

東京都中央区日本橋１丁目 13 番１号

日鉄ケミカル＆マテリアル株式会社 代表取締役社長 右田 彰雄

(2) 工場又は事業場の名称及び所在地

神戸市東灘区住吉浜町 18 番地の３

日鉄ケミカル＆マテリアル株式会社

姫路製造所 機能樹脂製造部 機能樹脂神戸工場

(3) 特定施設に関する事項

ア 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和 46 年政令第 188 号）別表第１

第 33 号 合成樹脂製造業の用に供する施設 計２基

イ 縮合反応施設 ２基

ロ 水洗施設 １基

イ 特定施設の概要

種  類 
第 33 号（イ） 

縮合反応施設 

第 33 号（ロ） 

水洗施設 

第 33 号（イ） 

縮合反応施設 

能  力 生産量 

70kg/日 

生産量 

120kg/日 

生産量 

70kg/日 

基  数 １基 １基 １基 

工事着手予定年月日 令和７年７月１日 

工事完成予定年月日 令和７年７月 20日 

使用開始予定年月日 令和７年７月 21日 

使用時間間隔 24 時間連続運転 

１日当たりの使用時間 24 時間 

季節的変動の概要 なし 

汚水

の 

汚染

状況 

項  目 通 常 最 大 通 常 最 大 通 常 最 大 

pH 6～8 4～9 6～8 4～9 6～8 4～9 

化学的酸素要求量

(mg/L) 
12,000 15,000 12,000 15,000 12,000 15,000 
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汚水

の 

汚染

状況 

生物化学的酸素要求

量（mg/L） 
8,000 10,000 8,000 10,000 8,000 10,000 

浮遊物質量(mg/L) 80 100 80 100 80 100 

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物

(mg/L) 
100 150 100 150 100 150 

汚水量(ｍ３/日) 0.15 0.2 0.05 0.1 0.2 0.3 

その他参考となるべき事項 

（4) 排出水の汚染状況及び量

変更なし

２ 縦覧の期間及び場所 

(1) 期間 令和７年４月 15 日から令和７年５月６日

(2) 場所 神戸市環境局環境保全課
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神戸市告示第69号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、次の道路について令和７年４ 

月16日からその供用を開始する。 

その関係図面は、神戸市建設局道路管理課に備え置いて、令和７年４月30日まで一般の縦覧

に供する。 

令和７年４月15日 

神戸市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

道路の

種類 

路 線 名 区 間 新旧

別 

延 長 

(メートル)

幅 員 

(メートル)

市道 糀台91号線 神戸市西区糀台５丁目９番

５地先から  

神戸市西区糀台５丁目６番

５地先まで 

新 230.80 最大 14.50 

最小  9.60 

旧 236.70 最大  14.50 

最小  7.80 
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神戸市告示第70号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のように決定

し、同条第２項の規定により、令和７年４月16日からその供用を開始する。 

その関係図面は、神戸市建設局道路管理課に備え置いて、令和７年４月30日まで一般の縦覧

に供する。 

令和７年４月15日 

神戸市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

道路の

種類 

路 線 名 区 間 延 長 

(メートル)

幅 員 

(メートル)

市道 名谷南主要緑道 神戸市須磨区竜が台５丁目21番２ 

地先から 

神戸市須磨区竜が台３丁目14番１ 

地先まで 

393.30 最大 35.40 

最小  4.20 
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神戸市告示第71号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のように決

定し、同条第２項の規定により、令和７年４月16日からその供用を開始する。 

その関係図面は、神戸市建設局道路管理課に備え置いて、令和７年４月29日まで一般の縦

覧に供する。 

令和７年４月15日 

神戸市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

道路の

種類 

路 線 名 区 間 延 長 

(メートル)

幅 員 

(メートル)

市道 有野台209号線 神戸市北区有野町有野字南垣内

1741番38地先から 

神戸市北区有野町有野字南垣内

1741番52地先まで 

94.00 最大  6.00 

最小  6.00 

市道 有野台210号線 神戸市北区有野町有野字中通り

1773番1地先から 

神戸市北区有野町有野字中通り

1773番35地先まで 

206.70 最大  6.00 

最小  6.00 

市道 有野台211号線 神戸市北区有野町有野字南垣内

1741番47地先から 

神戸市北区有野町有野字南垣内

1741番35地先まで 

11.50 最大  4.00 

最小  4.00 
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神戸市告示第72号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のように変更

し、同条第２項の規定により、令和７年４月16日からその供用を開始する。 

その関係図面は，神戸市建設局道路管理課に備え置いて、令和７年４月29日まで一般の縦覧

に供する。 

令和７年４月15日 

神戸市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

道路の

種類 

路 線 名 区 間 新旧

別 

延 長 

(メートル)

幅 員 

(メートル)

市道 有野台72号

線 

神戸市北区有野町有野字中

通り1773番21地先から 

神戸市北区有野町有野字中

通り1773番１地先まで 

新 35.10 最大 9.30 

最小 9.30 

旧 35.10 最大 6.60 

最小 5.90 

市道 有野町合併

第136号線 

神戸市北区有野町有野字中

通り1773番21地先から 

神戸市北区有野町有野字南

垣内1746番３地先まで 

新 153.60 最大 3.10 

最小 2.80 

旧 153.60 最大 2.40 

最小 1.50 

市道 有野町合併

第151号線 

神戸市北区有野町有野字南

垣内1741番37地先から 

神戸市北区有野町有野字中

通り1773番14地先まで 

新 13.10 最大 6.00 

最小 4.90 

旧 13.10 最大 1.60 

最小 1.60 
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神戸市告示第73号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のように変更

し、同条第２項の規定により、令和７年４月16日からその供用を開始する。 

その関係図面は，神戸市建設局道路管理課に備え置いて、令和７年４月29日まで一般の縦覧

に供する。 

令和７年４月15日 

神戸市 

代表者 神戸市長 久 元 喜 造 

道路の

種類 

路 線 名 区 間 新旧

別 

延 長 

(メートル)

幅 員 

(メートル)

県道 神戸三田線 神戸市北区道場町日下部字

小深田207番２地先から 

神戸市北区道場町塩田字上

川西1953番30地先まで 

新 240.20 最大 30.70 

最小  12.22 

旧 240.20 最大 19.70 

最小  6.80 

県道 三木三田線 神戸市北区道場町日下部字

町裡111番2地先から 

神戸市北区道場町塩田字上

川西1953番30地先まで 

新 64.60 最大 30.70 

最小 18.40 

旧 64.60 最大 19.70 

最小  8.00 
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神戸市告示第74号 

神戸市都市公園条例（昭和 33 年３月条例第 54 条）（以下「条例」という。）の規定に基づく使

用料等の徴収業務について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の規

定に基づき、公金の徴収に関する事務（以下「公金事務」という。）を委託したので、同条第２項

の規定により下記のとおり告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長  久 元 喜 造 

１ 業務名 

  条例の規定に基づく使用料等の徴収業務 

２ 指定公金事務取扱者 

⑴ 名     称 神戸総合運動公園グループ 

代表者 公益財団法人神戸市公園緑化協会 

理事長 鍵本 敦 

⑵ 事務所の所在地 神戸市須磨区緑台

３ 指定公金事務取扱者として指定した日 

令和７年２月 27 日 

４ 指定公金事務取扱者に公金事務を委託した日 

  令和７年３月 31 日 

５ 委託する期間 

  令和７年４月１日から令和 12 年３月 31 日まで 

６ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係る歳入 

⑴ 使用料

７ 連絡先 

⑴ 担当 神戸市建設局公園部魅力創造課

⑵ 電話 ０７８－５９５－６４５３
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神戸市告示第75号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の２第１項の規定により、深江浜公園、瀬戸公園、

住吉公園、魚崎浜公園、住吉浜公園、大和公園、大倉山公園、遠矢浜公園、名谷公園、神戸総合運

動公園（球技場及びテニスコートに限る）、本多聞南公園、舞子東海浜緑地、垂水健康公園、桜が

丘中央公園、糀台公園及び高塚公園の有料公園施設使用料の徴収業務について、次のとおり指定公

金事務取扱者を指定のうえ、徴収業務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 受託者 

神戸市須磨区緑台 

公益財団法人神戸市公園緑化協会 

理事長 鍵本  敦 

２ 委託期間 

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 
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神戸市告示第76号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の２第１項の規定により、神戸総合運動公園サブ

球場使用料の徴収業務について、次のとおり指定公金事務取扱者を指定のうえ、徴収業務を委託し

たので、同条第２項の規定により告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 受託者 

大阪市西区千代崎３丁目北２番３０号 

オリックス野球クラブ株式会社

 代表取締役社長 湊 通夫 

２ 委託期間 

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 
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神戸市告示第77号 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の２第１項の規定により、苔谷公園の有料公園施

設使用料の徴収業務について、次のとおり指定公金事務取扱者を指定のうえ、徴収業務を委託した

ので、同条第２項の規定により告示する。 

令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 受託者 

神戸市垂水区舞子台４丁目１番１号 

苔谷公園コミュニティセンター管理運営委員会 

委員長 伊藤 美知子 

２ 委託期間 

令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 
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神戸市告示第78号 

地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 158 条第１項の規定により、惣山暫定少年グラ

ウンドの貸付料の徴収事務を次のとおり委託するので、同条第２項の規定により告示する。

  令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 受託者 

  神戸市兵庫区新開地１丁目３番 24 号 

  神戸電鉄グループ共同事業体 

  代表者 神戸電鉄株式会社 

代表取締役社長 井波 洋 

２ 委託年月日 

  令和７年４月１日 
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神戸市告示第79号 

 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 158 条第１項の規定により、神戸市中

央卸売市場東部市場の市場施設で水産物仲卸業者の使用に係るものの使用料等の収納事

務を次のとおり委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

  令和７年４月 15 日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 受託者 

  神戸市東灘区深江浜町１番地の１ 

  神戸市東部水産物卸売協同組合 

  代表者 理事長 村上 義國 

２ 委託年月日 

令和７年４月１日 
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神戸市告示第 80号

 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 158条第１項の規定により、

神戸市中 央卸売市 場東部市 場の市場 施設で青 果物仲卸 業者の使 用に係る も

のの使用 料等の収 納事務等 を次のと おり委託 したので 、同条第 ２項の規 定

により告示する。  

  令和７年４月 15日

神戸市長 久 元 喜 造

１ 受託者  

  神戸市東灘区深江浜町１番地の１

  神戸東部青果卸売協同組合  

  代表者  理事長  後藤  雅弘  

２ 委託年月日  

令和７年４月１日  
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神戸市告示第81号 

 地方自治法施行令（昭和 22 年５月３日政令第 16 号）第 158 条第１項の規定により、垂

水漁港岸壁・物揚場に係る使用料の徴収事務を次の者に委託したので告示する。 

令和７年４月 15日 

神戸市長 久 元 喜 造 

委託先住所：神戸市垂水区平磯３丁目１番 10号 

氏名：神戸市漁業協同組合 代表理事組合長 山田 智昭 

委託期間 ：令和７年４月１日から令和８年３月 31 日まで 
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神戸市公告 

  神戸農業振興地域整備計画を変更し定めるので、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第

58号）第13条第４項において準用する同法第11条第１項の規定により、当該変更に係る神戸農業振興

地域整備計画案について変更理由を付して、令和７年４月２日の翌日から起算して15日間（令和７年４

月17日まで）神戸市経済観光局農政計画課において縦覧に供します。 

 なお、上記の縦覧期間中に神戸市民は同法第11条第２項に基づき神戸農業振興地域整備計画案に対し

て、神戸市に意見書を提出することができます。 

 また、神戸農業振興地域整備計画案のうち農用地利用計画案に係る農用地区域内にある土地の所有者

その他その土地に関し権利を有する者は、同法第11条第３項に基づき農用地利用計画案に対して異議が

あるときは、令和７年４月17日の翌日から起算して15日以内(令和７年５月２日まで)に神戸市までこ

れを申し出ることができます。 

令和７年４月２日 

神戸市   

代表者  神戸市長  久 元 喜 造 

１ 意見書の提出先等 

(1) 提出先 神戸市経済観光局農政計画課

(2) 提出方法及び提出期限

郵送、持参による提出とし、電話による意見は受け付けません。なお、令和７年４月３日から

令和７年４月17日までに提出するものとします。 

郵送及び持参先：郵便番号651-0087 

神戸市中央区御幸通６丁目１番12号三宮ビル東館３階 

 神戸市経済観光局農政計画課 

(3) 提出にあたっての注意事項

ア 意見書は、農業振興地域整備計画案に対する意見以外は提出することはできません。

イ 意見書には、個人の場合にあっては、住所、氏名、職業を、法人の場合にあっては、法人名、

代表者名、事業所の所在を記載してください。 

ウ 提出された意見書は、その内容を公表する場合があります。

エ 提出のあった意見には個別の回答はせず、神戸農業振興地域整備計画の公告時に、意見の要旨

とその処理方法を併せて公告します。 

(4) 意見書の処理方法

提出された意見については、必要に応じ神戸農業振興地域整備計画案の修正意見として取り入

れることとします。なお、その際には、神戸農業振興地域整備計画の変更公告時にその処理結果

を公表します。 

２ 異議申出の際の提出先等 

(1) 提出先 神戸市経済観光局農政計画課

(2) 提出方法及び提出期限

郵送、持参による提出とし、縦覧完了日の翌日（令和７年４月18日）から令和７年５月２日ま

でに提出するものとします。 

郵送及び持参先：郵便番号651-0087 

神戸市中央区御幸通６丁目１番12号三宮ビル東館３階 
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             神戸市経済観光局農政計画課 

(3) 提出にあたっての注意事項 

異議の申出は、次の事項を記載した書面に異議申出人が押印して行うこととします。異議申出

人が法人その他社団若しくは財団であるとき、総代を互選したとき、又は代理人によって異議申

出をするときは、異議申出書には、次の事項のほか、その代表若しくは管理人、総代又は代理人

の氏名及び住所を記載すること。 

   ・異議申出人の氏名及び年齢又は名称並びに住所 

   ・異議申出に係る農用地利用計画の案 

   ・異議申出人が、農用地利用計画の案に係る当該農用地区域内の土地について有する所有権その

他の権利の種類及びその土地の所在並びにその土地について異議申出人以外の者が有する所有

権、その他権利の種類及びその者の氏名又は名称及び住所 

  ・異議の申出に係る農用地利用計画の案の縦覧があったことを知った日 

  ・異議申出の趣旨及び理由 

   ・神戸市の異議申出ができる旨の教示の有無及びその内容 

  ・異議申出の年月日 
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神戸市公告 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第70条第１項の規定による建築協定書の提出があったの

で、同法第71条の規定により公告します。 

この建築協定書は、神戸市建築住宅局建築指導部建築安全課において、関係人の縦覧に供し

ます。 

令和７年４月８日 

神戸市長 久 元 喜 造 

１ 建築協定の名称 

唐櫃台住宅地地区建築協定 

２ 建築協定区域の位置 

神戸市北区唐櫃台１丁目911番 他 

３ 縦覧期間 

  令和７年４月８日から同年５月８日まで 

４ 連絡先 

神戸市中央区浜辺通２丁目１番30号 

神戸市建築住宅局建築指導部建築安全課 

電話(078)595-6555 
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神戸市公告 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を指定

したものは次のとおりです。 

令和７年４月15日 

（特定行政庁）神戸市長 久 元 喜 造  

指定番号 指定年月日 道路の位置 
延長 

（メートル） 

幅員 

（メートル） 

第Ｒ６－

13号 
令和７年３月31日 

神戸市長田区五位ノ池

町１丁目４番４、４番

14、４番６ 

15.00 4.20 

備考 道路の位置の詳細については、神戸市建築住宅局建築指導部建築安全課備え付けの図面

のとおり 
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神戸市公告 

 土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第29条第１項の規定により、神戸市名谷町社

谷土地区画整理組合から理事の住所変更の届出がありましたので、同条第２項の規定によ

り次のとおり公告します。 

  令和７年４月15日 

神戸市長 久 元 喜 造  

 

理事の氏名及び住所 

氏 名 松本 桂依 

旧住所 神戸市垂水区桃山台６丁目３番地の２ ルイーズ桃山201号 

新住所 神戸市垂水区みずき台34番６号 
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水道局副局長等専決規程及び神戸市水道局契約規程の一部を改正する規程をこ

こに公布する。 

  令和７年４月８日 

神戸市水道事業管理者 藤   原   政   幸   

神戸市水道管理規程第１号 

   水道局副局長等専決規程及び神戸市水道局契約規程の一部を改正する規程 

 （水道局副局長等専決規程の一部改正） 

第１条 水道局副局長等専決規程（昭和 35年７月水道管理規程第10号）の一部を

次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。  

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後 改正前  

（目的） （目的） 

第１条  この規程は、別に定めるもの

を除くほか、水道局の副局長、部長、

課長及び事業所長（以下「副局長等」

という。）が所掌する事務の専決に

ついて必要な事項を定めるものとす

る。 

第１条  この規程は、別に定めるもの

を除くほか、水道局の副局長、担当

部長、課長、担当課長及び事業所長

（以下「副局長等」という。）が所

掌する事務の専決について必要な事

項を定めるものとする。  
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改正後 改正前 

別表第１ 別表第１ 

人事関係事務 人事関係事務 

決裁区分 

  

  

決裁事項 

副局長共通 部長、第１

類事業所長

共通 

経 営 企 画 課

課 長 （ 業 務

改革担当） 

経営企画課

課長（総務

事務担当） 

課長、第２

類事業所長

共通 

備考  

［略］ ［略］ ［略］  ［略］  ［略］ ［略］ ［略］ 

休 業

の 承

認 

育 児

休業 

  ［略］     

部 分

休業 

課長  課長    係長以下  

自 己

啓 発

等 休

業 

  ［略］     

配 偶

者 同

行 休

業 

  ［略］     

［略］   ［略］     

育児短時間

勤務制度 

  ［略］     

服務  休 暇

の 付

与 

［略］  ［略］    ［略］   

決裁区分 

  

  

決裁事項 

副局長共通 部長、第１

類事業所長

共通 

経営企画課

課長（業務

改革担当） 

経 営 企 画 課

課 長 （ 総 務

事務担当） 

課長、第２

類事業所長

共通 

備考  

［略］ ［略］  ［略］  ［略］  ［略］  ［略］  ［略］  

休業 育 児

休業 

  ［略］     

 

 

      

自 己

啓 発

休業 

 

  ［略］     

配 偶

者 休

業 

 

  ［略］     

［略］   ［略］     

育児短時間

勤務 

  ［略］     

服務  休 暇

の 付

与 

［略］  ［略］    ［略］  課長の長期

にわたるも

のについて
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欠 勤

の承 

認  

［略］  ［略］    ［略］  

勤 務

命 令

（ 時

間

外・休

日等） 

［略］  ［略］    ［略］  

旅 行

命令 

［略］ ［略］   ［略］  海 外 旅 行 命

令 に つ い て

は 、 管 理 者

の専決 

事 項 と す る

こと。 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］  ［略］  

［略

］  

［略］   ［略］     

（注） この表（決裁区分の項を除く。）において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。  

１  課長 課長、第２類事業所長その他これらに準ずるもの  

２  ［略］  

 
 

欠 勤

の 承

認 

［略］  ［略］    ［略］  は、局長の

承認を受け

ること。 

勤 務

命 令

（ 時

間

外・休

日等） 

［略］  ［略］    ［略］  

旅 行

命令 

［略］  ［略］    ［略］  海外旅行命

令について

は、局長決

裁とするこ

と。 

 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］   ［略］  

［略

］  

［略］    ［略］     

（注）  この表（決裁区分の項を除く。）において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。  

１  課長 課長及び事業所長（課長級）  

２  ［略］ 

３  事務取扱の場合においては、その職員本来の級を適用する。  
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別表第２ 別表第２ 

財務関係事務 財務関係事務 

２―１支出決定 ２―１支出決定 

決裁

事項 

区分  専決範

囲 

決裁区分 備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長

（ 水

道 技

術 管

理

者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  特定

職 

共 済

費 又

は 社

会 保

険料 

 ［略］      ［略

］ 

    経 営

企 画

課 課

長（業

務 改

革 担

当） 

 

［略］  ［略］ ［略］  ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ 

決 裁

事項 

区分  専 決 範

囲 

決裁区分 備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長

（ 水

道 技

術 管

理

者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  特定

職 

共 済

費 又

は 社

会 保

険料 

 ［略］      ［略

］ 

    課 長

（ 業

務 改

革 担

当） 

 

 

 

［略］ ［略］ ［略］  ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ 
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旅費 職 員

の 旅

費 

全て       ［略

］ 

    経 営

企 画

課 課

長（業

務 改

革 担

当） 

経 営

企 画

課 課

長（業

務 改

革 担

当）の

決 裁

区 分

は、電

子 情

報 処

理 組

織 に

よ り

作 成

し た

旅 行

命 令

書 に

基 づ

き 支

給 す

る も

の に

つ い

て 適

用 す

る。 

旅費  職 員

の 旅

費 

全て       ［略

］ 

    課 長

（ 業

務 改

革 担

当） 

 

課 長

（ 業

務 改

革 担

当）の

決 裁

区 分

は、電

子 情

報 処

理 組

織 に

よ り

作 成

し た

旅 行

命 令

書 に

基 づ

き 支

給 す

る も

の に

つ い

て 適

用 す

る。 
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      ［略

］ 

 ［略

］ 

   

［略］ ［略］  ［略

］ 

    ［ 略

］ 

 ［ 略

］ 

   

調達  消 耗

品、印

刷 製

本、原

材料、

備 品

そ の

他 

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の 以

外） 

［略］  ［略

］ 

       ［略］  １  3

0 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

（ 経

営 企

画 課

に 要

求 し

て 行

う 契

約 を

いう。

以 下

同

じ。）

を 要

する。 

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

  

［略］        ［略

］ 

 ［略

］ 

  

      ［略

］ 

 ［略

］ 

   

［略］ ［略］  ［略

］ 

    ［ 略

］ 

 ［ 略

］ 

   

調達  消 耗

品、印

刷 製

本、原

材料、

備 品

そ の

他 

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の 以

外） 

［略］  ［略

］ 

       ［略］  １  1

6 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

（ 経

営 企

画 課

に 要

求 し

て 行

う 契

約 を

いう。

以 下

同

じ。）

を 要

する。 

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

  

［略］        ［略

］ 

 ［略

］ 
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２  

［略］

３  

配 水

課長、

給 水

課長、

技 術

企 画

課 課

長（技

術 管

理 担

当）、

第 １

類 事

業 所

の 所

長 及

び 課

長 並

び に

第 ２

類 事

業 所

の 所

長（水

質 試

験 所

２  

［略］

３  

配 水

課長、

課 長

（ 技

術 管

理 担

当）、

課 長

（ 送

水 管

理 担

当）、

課 長

（ 工

事 担

当）、

水 道

管 理

事 務

所 の

所 長

並 び

に 東

部 水

道 管

理 事
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の 所

長 を

除

く。）

が 水

道 事

業 会

計 の

貯 蔵

品 か

ら 資

材 を

購 入

す る

と き

は、制

限 な

し に

調 達

決 定

で き

る。 

 

 

 

 

 

 

 
              

務 所

及 び

西 部

水 道

管 理

事 務

所 の

課 長

が 水

道 事

業 会

計 の

貯 蔵

品 か

ら 資

材 を

購 入

す る

と き

は、制

限 な

し に

調 達

決 定

で き

る。 
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消 耗

品、印

刷 製

本、原

材料、

備 品

そ の

他 

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

         「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、新

聞 及

び 地

方 公

営 企

業 法

施 行

令（昭

和 2 2

年 政

令 第 4

03号）

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

400万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

30 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

消 耗

品、印

刷 製

本、原

材料、

備 品

そ の

他 

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

200万円

超 

 ［略

］ 

         「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、新

聞 及

び 地

方 公

営 企

業 施

行 令

（ 昭

和 2 2

年 政

令 第 4

03号）

第 2 1

条 の 1

4第 １

項 第

３ 号

及 び

200万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

160万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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第 ４

号 の

規 定

に 基

づ く

契 約

を い

う。 
              

［略］ ［略］  ［ 略

］ 

  ［ 略

］ 

 ［略

］ 

［ 略

］ 

［略

］ 

   

一 般

使 用

料 等

（ 電

子 計

算 機

上 で

使 用

す る

ソ フ

ト ウ

ェ ア

に 係

る も

の） 

［略］  ［略

］ 

         3 0 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する 

［略］      ［略

］ 

    

［略］        ［略

］ 

  

第 ４

号 の

規 定

に 基

づ く

契 約

を い

う。 
              

［略］ ［略］  ［ 略

］ 

  ［ 略

］ 

 ［略

］ 

［ 略

］ 

［略

］ 

   

一 般

使 用

料 等

（ 電

子 計

算 機

上 で

使 用

す る

ソ フ

ト ウ

ェ ア

に 係

る も

の） 

［略］  ［略

］ 

         1 6 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する 

［略］     ［略

］ 

    

［略］        ［略

］ 
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請 負

（ 工

事 又

は 製

造） 

単 価

契 約

工 事

以外 

［略］  ［略

］ 

       ［略］  4 0 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

 

［略］       ［略

］ 

 ［略

］  

［略］  

［略］ ［略］     ［略

］ 

 ［ 略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

  ［略］ 

請 負

（ そ

の他） 

管 理

者 が

指 定

す る

も の

及 び

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

［略］  ［略

］ 

       ［略］  １  2

0 0 万

円 を

超 え

る も

の（管

理 者

が 指

定 す

る も

の を

除く）

に つ

い て

は 経

理 契

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

 

［略］       ［略

］ 

 ［略

］ 

  

請 負

（ 工

事 又

は 製

造） 

単 価

契 約

工 事

以外 

［略］  ［略

］ 

       ［略］  2 5 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

 

［略］       ［略

］ 

 ［略

］ 

［略］  

［略］ ［略］     ［略

］ 

 ［ 略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

  ［略］ 

請 負

（ そ

の他） 

管 理

者 が

指 定

す る

も の

及 び

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

［略］  ［略

］ 

       ［略］  １  1

0 0 万

円 を

超 え

る も

の（管

理 者

が 指

定 す

る も

の を

除く）

に つ

い て

は 経

理 契

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

 

［略］       ［略

］ 

 ［略

］ 
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に 係

る も

の）以

外 

約 を

要 す

る。 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

             

管 理

者 が

指 定

す る

もの 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

         

4 0 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

20 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

に 係

る も

の）以

外 

約 を

要 す

る。 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

4第 １

項 第

             

管 理

者 が

指 定

す る

もの 

200万円

超 

 ［略

］ 

         

2 0 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

100万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 役

務 の

料 金

を い

う。 
              

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

400万円

以下 

 ［略

］ 

         １  

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

200万円

以下 

   ［略

］ 

   ［略

］ 

 

［略］       ［略

］ 

 ［略

］ 

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 役

務 の

料 金

を い

う。 
              

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

250万円

以下 

 ［略

］ 

         １  

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

150万円

以下 

   ［略

］ 

   ［略

］ 

 

［略］       ［略

］ 

 ［略

］ 
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の） る も

の）で

2 0 0万

円（副

局 長

共 通

の 区

分 が

適 用

さ れ

る 場

合 は 4

0 0 万

円）を

超 え

る も

の は

管 理

者 の

決 裁

を 受

け る

こと。 

 

２  

［略］ 
               

［略］ ［略］ ［略］ ［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

物 品管 理［略］  ［略        ［略］  １  

の）  る も

の）で

15 0万

円 を

超 え

る も

の は

管 理

者 の

決 裁

を 受

け る

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  

［略］ 
               

［略］ ［略］ ［略］ ［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略

］ 

［略］ ［略］ ［略］ 

物 品管 理［略］   ［略        ［略］  １  
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の 借

入れ 

者 が

指 定

す る

も の

以外 

］  ［略］ 

２  1

5 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

          

［略］      ［略

］ 

  ［略

］ 

 

            

［略］        ［略

］ 

 ［略

］ 

  

              

管 理

者 が

指 定

す る

もの 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

         １  

［略］ 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

400万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

15 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

の 借

入れ 

者 が

指 定

す る

も の

以外 

］  ［略］ 

２  8

0万 円

を 超

え る

も の

に つ

い て

は 経

理 契

約 を

要 す

る。 

          

［略］      ［略

］ 

  ［略

］ 

 

            

［略］        ［略

］ 

 ［略

］ 

  

              

管 理

者 が

指 定

す る

もの 

200万円

超 

 ［略

］ 

         １  

［略］ 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

200万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

100万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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定 事

項 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 物

品 の

借 入

れ を

いう。 
               

定 事

項 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 物

品 の

借 入

れ を

いう。 
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不 動

産 の

借 入

れ 

管 理

者 が

指 定

す る

も の

以外 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと。 

 

 ［略］ 

10 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

             

管 理

者 が

指 定

す る

もの 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと。 

 

 

40 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

と。 

20 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

不 動

産 若

 ［略］  ［略

］ 

       経 営

企 画

  

不 動

産 の

借 入

れ 

管 理

者 が

指 定

す る

も の

以外 

500万円

以下 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 ［略］ 

100万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

             

管 理

者 が

指 定

す る

もの 

200万円

超 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 

200万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 課 長

（ 活

用 担

当）に

合 議

す る

こと。 

100万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

不 動

産 若

 ［略］  ［略

］ 

       課 長

（ 活
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し く

は 地

上権、

地 役

権 そ

の 他

こ れ

ら に

準 ず

る 権

利 の

取 得

又 は

借 地

権 に

係 る

補償 

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと。 

               

負 担

金、補

助金、

交 付

金、奨

励 金

そ の

他 こ

れ ら

に 類

す る

もの 

 ［略］  ［略

］ 

       ［略］  ［略］ 

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

 ［略］ 

2 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

 

し く

は 地

上権、

地 役

権 そ

の 他

こ れ

ら に

準 ず

る 権

利 の

取 得

又 は

借 地

権 に

係 る

補償 

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

               

負 担

金、補

助金、

交 付

金、奨

励 金

そ の

他 こ

れ ら

に 類

す る

もの 

 ［略］  ［略

］ 

       ［略］  ［略］ 

［略］     ［略

］ 

  ［略

］ 

 ［略］ 

1 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ 

 

［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ 

 

（注） ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） ［略］ 
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２―２収入決定 ２―２収入決定 

決裁

事項 

専決

範囲 

決裁区分 備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長（水

道 技

術 管

理者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  特定

職 

［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

売 却

（ 物

品 そ

の他） 

全 て

（ 工

水 会

計 に

売 却

す る

貯 蔵

品） 

     ［略］     配 水

課 長

又 は

給 水

課長 

１ ～

３  

［ 略

］ 

４  

1 0 0

万 円

を 超

え る

決裁

事項 

専決

範囲 

決裁区分 備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長（水

道 技

術 管

理者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  特定

職 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

売 却

（ 物

品 そ

の他） 

全 て

（ 工

水 会

計 に

売 却

す る

貯 蔵

品） 

     ［略］     配 水

課長 

１ ～

３  

［ 略

］ 

４  

50万

円 を

超 え

る も
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も の

（ 法

令 等

に よ

り 金

額 が

定 ま

っ て

い る

も の

及 び

生 産

品 を

除

く ）

に つ

い て

は 経

理 契

約 を

要 す

る。 
             

［略］  ［略

］ 

  ［略］  ［略］ ［略］ ［略］ ［略］   

［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

不 動

産 の

貸付 

500万

円 以

下 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

 ［ 略

］ 

の

（ 法

令 等

に よ

り 金

額 が

定 ま

っ て

い る

も の

及 び

生 産

品 を

除

く ）

に つ

い て

は 経

理 契

約 を

要 す

る。 
             

［略］  ［略］ 

 

  ［略］  ［略］ ［略］ ［略］ ［略］   

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

不 動

産 の

貸付 

500万

円 以

下 

 ［略］        課 長

（ 活

用 担

 ［ 略

］ 
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経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと 

 
            

2 0 万

円 以

下 

  ［略］       経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 

不 動

産 の

貸 付

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

400万

円超  

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと 

 

 

400万

円 以

下 

    ［略］   ［略］  経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

 

200万

円 以

      ［略］  ［略］ 

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と 
            

2 0 万

円 以

下 

  ［略］       課 長

（ 活

用 担

当）に

合 議

す る

こと。 

 

不 動

産 の

貸 付

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

200万

円超  

 ［略］        課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と 

 

200万

円 以

下 

    ［略］   ［略］  課 長

（ 活

用 担

当）に

合 議

 

100万

円 以

      ［略］  ［略］ 
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下 る こ

と。 
              

寄 附

の 収

受（負

担 付

き で

な い

もの）

（ 不

動産） 

［略］  ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと 

 

  

［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  
 

下 す る

こと。 
              

寄 附

の 収

受（負

担 付

き で

な い

もの）

（ 不

動産） 

［略］  ［略］        課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と 

  

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  
 

（注） ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月15日　神戸市公報第3906号

59



２―３その他 ２―３その他 

決裁

事項 

専決

範囲 

決裁区分 備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長（水

道 技

術 管

理者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  特定

職 

［ 略

］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ 

予 算

の 流

用 

［略］  ［略］ ［略］       ［略］  

 

 

 

 

 

 

 

 

節        ［略］  ［略］  

[略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ [略］ ［略］ 

決裁

事項 

専決

範囲 

決裁区分 備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長（水

道 技

術 管

理者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  特定

職 

［ 略

］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ 

予 算

の 流

用 

［略］  ［略］ ［略］       ［略］   

節        ［略］  ［略］ 経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

と 

[略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ [略］ ［略］ 
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物 品

の 借

入 れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の） 

150万

円超  

 ［略］          ［略］ 

150万

円 以

下 

      ［略］  ［略］ 

物 品

の 借

入 れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の ）

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

400万

円超  

 ［略］          １  

［略］ 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 並

び に

地 方

400万

円 以

下 

    ［略］   ［略］  

150万

円 以

下 

      ［略］  ［略］ 

物 品

の 借

入 れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の） 

8 0 万

円超  

 ［略］          ［略］ 

8 0 万

円 以

下 

      ［略］  ［略］ 

物 品

の 借

入 れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の ）

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

200万

円超  

 ［略］          １  

［略］ 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 並

び に

地 方

200万

円 以

下 

    ［略］   ［略］  

100万

円 以

下 

      ［略］  ［略］ 
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公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 物

品 の

借 入

れ を

いう。 
              

物 品

の 貸

付

（ 収

400万

円超  

 ［略］          ［略］ 

            

4 0 0万

円 以

    ［略］   ［略］    

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

4第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 物

品 の

借 入

れ を

いう。 
              

物 品

の 貸

付

（ 収

200万

円超  

 ［略］           ［略］ 

            

2 0 0万

円 以

    ［略］   ［略］     
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入 を

伴 わ

な い

も

の） 

下  
            

2 0 0万

円 以

下 

      ［略］  ［略］   

不 動

産 の

借 入

れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の） 

［略］  ［略］        経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと。 

  

              

不 動

産 の

借 入

れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の ）

（ 管

理 者

が 指

定 す

400万

円超  

 ［略］        経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと。 

 

 ［略］ 

400万

円 以

下 

    ［略］   ［略］  経 営

企 画

課 長

に 合

 

200万       ［略］  ［略］ 

入 を

伴 わ

な い

も

の） 

下  
            

1 0 0万

円 以

下 

      ［略］  ［略］    

不 動

産 の

借 入

れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の） 

全て   ○         課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

  

              

不 動

産 の

借 入

れ

（ 支

出 を

伴 わ

な い

も

の ）

（ 管

理 者

が 指

定 す

200万

円超  

 ［略］        課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 ［略］ 

200万

円 以

下 

    ［略］   ［略］  課 長

（ 活

用 担

当）に

 

100万       ［略］  ［略］ 
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る も

の） 

円 以

下 

議 す

る こ

と。 
              

不 動

産 の

貸 付

（ 収

入 を

伴 わ

な い

も

の） 

［略］  ［略］        経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こと。 

 １  

副 局

長 共

通 の

区 分

が 適

用 さ

れ な

い 場

合は、

管 理

者 の

決 裁

を 受

け る

こと。 

２  

金 額

は、賃

料 の

年 額

又 は

総 額

を 表

す。賃

料 が

る も

の） 

円 以

下 

合 議

す る

こと。 
              

不 動

産 の

貸 付

（ 収

入 を

伴 わ

な い

も

の） 

［略］  ［略］        課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 管 理

者 の

決 裁

を 受

け る

こと。 
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減 額

さ れ

る 場

合は、

減 額

さ れ

な い

も の

と し

た 場

合 の

金 額

に よ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
              

不 動

産 の

貸 付

（ 収

入 を

伴 わ

な い

も

の ）

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の） 

200万

円超  

 ○         課 長

（ 活

用 担

当）経

由 副

局 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 １  

金 額

は、賃

料 の

年 額

又 は

総 額

を 表

す。賃

料 が

減 額

さ れ

る 場

合は、

減 額

200万

円 以

下 

    ○    ○   課 長

（ 活

用 担

当）に

合 議

 

          

1 0 0万

円 以

      ○   ○  
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下  す る

こと。 

さ れ

な い

も の

と し

た 場

合 の

金 額

に よ

る。 

２  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、電

柱、電

話 ボ

ッ ク

ス、上

下 水

道管、

ガ ス

管、通

路、自

動 販

売 機

そ の
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［ 略

］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ 

 

他 こ

れ ら

に 類

す る

も の

の 設

置 の

た め

の も

の 及

び 一

時 的

な 材

料 置

場 等

の た

め の

も の

を い

う。 
              

［ 略

］ 

［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略］ ［略

］  

［略］ 

 

（注） ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 （注） ［略］ 
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２―４契約 ２―４契約 

決裁

事項 

区分  専決範

囲 

決裁区分 特定

職 

備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長

（ 水

道 技

術 管

理

者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  

調達  消 耗

品 、 印

刷 製

本 、 原

材 料 、

備 品 そ

の他 

（ 管 理

者 が 指

定 す る

も の 以

［略］  ［略

］ 

         ［略］ 3 0 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

［略］       ［略

］ 

    ［略］ 

3 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

決裁

事項 

区分  専決範

囲 

決裁区分 特定

職 

備考  

特 定

副 局

長 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 共

通 

（ 当

該 区

分 の

適 用

に つ

い て

は 年

度 ご

と に

管 理

者 が

定 め

る） 

副 局

長 

副 局

長

（ 水

道 技

術 管

理

者） 

部 長

共通 

特 定

課 長

等 

課 長

等 共

通 

第 １

類 事

業 所

長 共

通 

第 ２

類 事

業 所

長 共

通 

合議  

調達  消 耗

品 、 印

刷 製

本 、 原

材 料 、

備 品 そ

の他 

（ 管 理

者 が 指

定 す る

も の 以

［略］  ［略］ 

 

         ［略］ 1 6 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

［略］       ［略

］ 

    ［略］ 

1 6 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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外） 
              

消 耗

品 、 印

刷 製

本 、 原

材 料 、

備 品 そ

の他 

（ 管 理

者 が 指

定 す る

もの） 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

         「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 な

ど 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

400万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

30 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

外）  
              

消 耗

品 、 印

刷 製

本 、 原

材 料 、

備 品 そ

の他 

（ 管 理

者 が 指

定 す る

もの） 

20 0万円

超 

 ［略

］ 

         「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 な

ど 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

4第 １

項 第

３ 号

及 び

200万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 

16 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

く 契

約 を

いう。 
               

 ［略］ ［略］ ［略

］ 

    ［ 略

］ 

［ 略

］ 

 ［ 略

］ 

 ［略］ ［略］ 

一 般 使

用 料 等

（ 電 子

計 算 機

上 で 使

用 す る

ソ フ ト

ウ ェ ア

に 係 る

もの） 

［略］  ［略

］  

         ［略］ 3 0 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

［略］      ［略

］ 

    ［略］ 

3 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

請 負

（ 工

事 又

は 製

造） 

 ［略］ ［略

］ 

         ［略］ １，２

 

［略］

３  4

0 0 万

円 を

［略］      ［略

］ 

    ［略］ 

40 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

く 契

約 を

いう。 
               

 ［略］ ［略］ ［略］     ［ 略

］ 

［ 略

］ 

 ［ 略

］ 

 ［略］ ［略］ 

一 般 使

用 料 等

（ 電 子

計 算 機

上 で 使

用 す る

ソ フ ト

ウ ェ ア

に 係 る

もの） 

［略］  ［略］          ［略］ 1 6 0万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

［略］      ［略

］ 

    ［略］ 

1 6 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

請 負

（ 工

事 又

は 製

造） 

 ［略］ ［略］          ［略］ １，２

 

［略］ 

３  2

5 0 万

円 を

［略］      ［略

］ 

    ［略］ 

25 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 
               

請 負

（ そ

の他） 

管 理 者

が 指 定

す る も

の 及 び

修 繕 料

（ 建

物 、 設

備 又 は

構 築 物

の 保 繕

又 は 小

改 修 に

係 る も

の ） 以

外 

［略］ ［略

］ 

         ［略］ １  

［略］ 

２  2

0 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の、建

［略］      ［略

］ 

    ［略］ 

20 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

         

4 0 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

   

20 0万円       ［略  ［略   

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 
               

請 負

（ そ

の他） 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［略］  ［略］          ［略］ １  

［略］ 

２  1

0 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。

（ 管

理 者

が 指

定 す

る も

の、建

［略］      ［略

］ 

    ［略］ 

10 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

20 0万円

超 

 ［略

］ 

         

2 0 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

   

1 0 0万円       ［略  ［略   
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以下 ］  ］  物・設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

の を

除く） 

３  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 な

ど 並

             

修 繕 料

（ 建

物 、 設

備 又 は

構 築 物

の 保 繕

又 は 小

改 修 に

係 る も

の） 

40 0万円

以下 

 ［略

］ 

         

2 0 0万円

以下 

   ［略

］ 

   ［略

］ 

 

10 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

以下  ］  ］  物・設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

の を

除く） 

３  

「 管

理 者

が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 な

ど 並

             

修 繕 料

（ 建

物 、 設

備 又 は

構 築 物

の 保 繕

又 は 小

改 修 に

係 る も

の） 

25 0万円

以下 

 ［略

］ 

         

1 5 0万円

以下 

   ［略

］ 

   ［略

］ 

 

10 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 役

務 の

料 金

を い

う。 

４  

修 繕

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

4第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 役

務 の

料 金

を い

う。 

４  

修 繕
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料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

の）で

200万

円（副

局 長

共 通

の 区

分 が

適 用

さ れ

る 場

合 は 4

0 0 万

円）を

超 え

る も

の は

管 理

者 の

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

の）で

150万

円（副

局 長

共 通

の 区

分 が

適 用

さ れ

る 場

合 は 2

5 0 万

円）を

超 え

る も

の は

管 理

者 の
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決 裁

を 受

け る

こと。 

５  

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

の）で

400万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 
               

決 裁

を 受

け る

こと。 

５  

修 繕

料（建

物、設

備 又

は 構

築 物

の 保

繕 又

は 小

改 修

に 係

る も

の）で

250万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 
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謝 金

そ の

他 こ

れ ら

に 類

す る

もの 

 ［略］  ［略

］ 

  ［ 略

］ 

    ［略

］  

  

2 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

［略］  ［略］  ［略］  ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ 

物 品

の 借

入れ 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

［略］  ［略

］  

    ［略

］  

    ［略］ １ ～

３

［略］

４  1

5 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

15 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

40 0万円

超 

 ［略

］ 

         １，２

［略］

３  

「 管

理 者

400万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

  

15 0万円       ［略  ［略  

謝 金

そ の

他 こ

れ ら

に 類

す る

もの 

 ［略］  ［略

］ 

  ［ 略

］ 

    ［略

］  

  

1 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

［略］  ［略］  ［略］  ［略］ ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ 

物 品

の 借

入れ 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

［略］  ［略］     ［略

］  

    ［略］ １ ～

３

［略］

４  8

0万 円

を 超

え る

も の

に つ

い て

は 経

理 契

約 を

要 す

る。 

8 0 万 円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

20 0万円

超 

 ［略

］ 

         １，２

［略］

３  

「 管

理 者

200万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

  

10 0万円       ［略  ［略  
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以下 ］  ］  が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

3第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ

以下 ］  ］  が 指

定 す

る も

の」と

は、災

害 応

急 に

関 す

る も

の、単

価 協

定 事

項 並

び に

地 方

公 営

企 業

法 施

行 令

第 2 1

条 の 1

4第 １

項 第

３ 号

及 び

第 ４

号 の

規 定

に よ
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る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 物

品 の

借 入

れ を

いう。 
               

不 動

産 の

借 入

れ 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こ

と。 

 

 ［略］ 

10 0万円

以下 

  ［略

］ 

      経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

と。 

る 契

約 に

基 づ

き 提

供 を

受 け

る 物

品 の

借 入

れ を

いう。 
               

不 動

産 の

借 入

れ 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当 ）

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こ

と。 

 ［略］ 

10 0万円

以下 

  ［略

］ 

      課 長

（ 活

用 担

当 ）

に 合

議 す

る こ
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管 理 者

が 指 定

す る も

の 

20 0万円

超 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こ

と。 

 

20 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 

10 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

［略］  ［略］  ［略］  ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ 

不 動

産 の

貸付 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

 ［略］ 

と。  
            

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

20 0万円

超 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当 ）

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こ

と。 

20 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 課 長

（ 活

用 担

当 ）

に 合

議 す

る こ

と。 

10 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

［略］  ［略］  ［略］  ［略］ ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ 

不 動

産 の

貸付 

管 理 者

が 指 定

す る も

の以外 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当 ）

経 由

副 局

長 に

 ［略］ 
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す る

こ

と。 

 
           

2 0 万 円

以下 

  ［略

］ 

      経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

と。 

 

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こ

と。 

 

20 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 経 営

企 画

課 長

に 合

議 す

る こ

100万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

合 議

す る

こ

と。 
           

2 0 万 円

以下 

  ［略

］ 

      課 長

（ 活

用 担

当 ）

に 合

議 す

る こ

と。 

管 理 者

が 指 定

す る も

の 

50 0万円

以下 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当 ）

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

こ

と。 

20 0万円

以下 

    ［略

］ 

  ［略

］ 

 課 長

（ 活

用 担

当 ）

に 合

議 す

100万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 
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と。 

 
               

売 却

（ 物

品 そ

の他） 

 全て（工

水 会 計

に 売 却

す る 貯

蔵品） 

     ［略

］ 

    配 水

課 長

又 は

給 水

課長 

［略］ 

8,000万

円以上 

［略

］ 

         ［略］ １，２

［略］

３  1

0 0 万

円 を

超 え

る も

の に

つ い

て は

経 理

契 約

を 要

する。 

8,000万

円未満 

     ［略

］ 

    ［略］ 

1 0 0万円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

売 却

（ 不

動 産

又 は

地 上

権、地

役権、

そ の

 4,000万

円以下 

 ［略

］ 

       経 営

企 画

課 長

経 由

副 局

長 に

合 議

す る

  

る こ

と。 
               

売 却

（ 物

品 そ

の他） 

 全て（工

水 会 計

に 売 却

す る 貯

蔵品） 

     ［略

］ 

    配 水

課長 

［略］ 

8,000万

円以上 

［略］          ［略］ １，２

［略］

３  5

0万 円

を 超

え る

も の

に つ

い て

は 経

理 契

約 を

要 す

る。 

8,000万

円未満 

     ［略

］ 

    ［略］ 

5 0 万 円

以下 

      ［略

］ 

 ［略

］ 

  

売 却

（ 不

動 産

又 は

地 上

権、地

役権、

そ の

 4,000万

円以下 

 ［略

］ 

       課 長

（ 活

用 担

当 ）

経 由

副 局

長 に

合 議
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他 こ

れ ら

に 準

ず る

権利） 

こ

と。 

               

不 動

産 若

し く

は 地

上権、

地 役

権 そ

の 他

こ れ

ら に

準 ず

る 権

利 の

取 得

又 は

借 地

権 に

係 る

補償 

 ［略］ ［略

］ 

 ［ 略

］ 

       ［略］ ［略］ 

2,000万

円以下 

     ［略

］ 

    経 営

企 画

課長 

［略］  ［略］  ［略］  ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ 

 

他 こ

れ ら

に 準

ず る

権利） 

す る

こ

と。 

               

不 動

産 若

し く

は 地

上権、

地 役

権 そ

の 他

こ れ

ら に

準 ず

る 権

利 の

取 得

又 は

借 地

権 に

係 る

補償 

 ［略］ ［略］  ［ 略

］ 

       ［略］ ［略］ 

2,000万

円以下 

     ［略

］ 

    課 長

（ 活

用 担

当） 

［略］  ［略］  ［略］  ［略］ ［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略

］  

［略］ ［略］ 

 

（注） ［略］  

 

 

（注） ［略］ 
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別表第３ 別表第３ 

その他の事務 その他の事務 

区分  決裁事項 

［略］  ［略］  

部長共通（第

１ 類 事 業 所

長を含む） 

［略］  

［略］  ［略］  

経 営 企 画 課

長 

１  文書の整理、編さん及び保存の総括的管理に関すること。  

２  不動産の登記に関すること。  

 

 

 

［略］  ［略］  

配水課長 １  ［略］ 

２  貯蔵品に関すること。 

給水課長 １～７ ［略］ 

８  貯蔵品に関すること。（配水課の所管に属するものを除く。）  

浄 水 統 括 事

務所課長（電

気担当） 

貯、浄、配水施設（配水課の所管に属する施設を除く。）の電気

設備の修理に関すること。 

浄 水 統 括 事

務所課長（機

械担当） 

貯、浄、配水施設（配水課の所管に属する施設を除く。）の機械

設備の修理に関すること。 

［略］  ［略］  
 

区分 決裁事項 

［略］  ［略］  

部長共通（第

一 類 事 業 所

長を含む） 

［略］  

［略］  ［略］  

経 営 企 画 課

長 

文書の整理、編さん及び保存の総括的管理に関すること。  

経 営 企 画 課

課長(活用担

当) 

不動産の登記に関すること。  

［略］  ［略］  

配水課長 １  ［略］ 

２  貯蔵品の総括に関すること。 

配 水 課 課 長

（給水担当） 

１～７ ［略］ 

 

浄 水 統 括 事

務所課長（設

備担当） 

貯、浄、配水施設（配水課の所管に属する施設を除く。）の設備

の修理に関すること。 

 

 

 

 

［略］  ［略］  
 

（注） ［略］  （注） ［略］ 
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（神戸市水道局契約規程の一部改正）  

第２条 神戸市水道局契約規程（昭和39年４月水道管理規程第９号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  

改正後 改正前  

（契約締結の手続） （契約締結の手続）  

第 19条  ［略］ 第 19条  ［略］ 

２  次の各号のいずれかに該当する場

合は、契約書を省略し請書を提出さ

せることができる。 

２  次の各号のいずれかに該当する場

合は、契約書を省略し請書を提出さ

せることができる。  

(1) 第 21条の３の表の左欄に掲げる

契約の種類に応じ、同表右欄に定め

る金額以下の契約をするとき。  

(1 )  契 約金 額 が 100万円 以 下 の契 約

をするとき。 

(2)～ (6) [略 ] (2)～ (6) [略 ] 

３、４ [略 ]  ３、４ [略 ] 

（随意契約） （随意契約） 

第 21条の３  令第 21条の 13第１項第１

号の規定に基づき、随意契約により

契 約 を 締 結 す る こ と が で き る 場 合

は、次の表の左欄に掲げる契約の種

類に応じ、同表右欄に掲げる予定価

第21条の３  令第 21条の 13第１項第１

号の規定に基づき、随意契約により

契 約 を 締 結 す る こ と が で き る 場 合

は、次の表の左欄に掲げる契約の種

類に応じ、同表右欄に掲げる予定価
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格の額を超えないものとする。  格の額を超えないものとする。  

契約の種類 額  

( 1 )  工 事 又 は 製 造 の 請

負 

400万円 

(2) 財産の買入れ 300万円 

(3) 物件の借入れ 150万円 

(4) 財産の売払い 100万円 

(5) 物件の貸付け 50万円  

( 6 )  前 各 号 に 掲 げ る も

の以外のもの 

200万円 

 

契約の種類 額  

( 1 )  工 事 又 は 製 造 の 請

負 

250万円  

(2) 財産の買入れ 160万円  

(3) 物件の借入れ 80万円  

(4) 財産の売払い 50万円  

(5) 物件の貸付け 30万円  

( 6 )  前 各 号 に 掲 げ る も

の以外のもの 

100万円  

 

２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 

（一般競争入札に係る公告の特例）  （一般競争入札に係る公告の特例）  

第 21条の７  特定調達契約に係る一般

競争入札の公告に限り、第６条の規

定の適用については、同条中「 10日

（急施を要する場合は、５日」とあ

るのは、「 40日（急施を要する場合

は10日」とする。 

第 21条の７  特定調達契約に係る一般

競争入札の公告に限り、第６条の規

定の適用については、同条中「 10日

（急施を要する場合は、５日」とあ

るのは、「 40日（一連の調達契約の

うち最初の契約以外の契約に係る一

般競争入札による場合であって、最

初の契約に係る公告において最初の

契約以外の契約に係る公告を少なく

とも 24日前に行う旨を定めたときは

24日、急施を要する場合は 10日」と

する。 

２  [略 ] ２  [略 ] 

附  則  

この管理規程は、公布の日から施行し、この管理規程による水道局副局長等専

決規程及び神戸市水道局契約規程の改正規定は、令和７年４月１日から適用する。
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ただし、前段に関わらず、第１条の規定中水道局副局長等専決規程別表第２財務

関係事務２－１支出決定の調達の項中消耗品、印刷製本、原材料、備品その他（管

理者が指定するもの）の備考欄の改正規定、請負（その他）の項中管理者が指定

するもの及び修繕料（建物、設備又は構築物の保繕又は小改修に係るもの）以外

並びに管理者が指定するものの備考欄第２項の改正規定並びに物品の借入れの項

中管理者が指定するものの備考欄第２項の改正規定、別表第２財務関係事務２－

３その他の物品の借入れ（支出を伴わないもの）（管理者が指定するもの）の備

考欄第２項の改正規定並びに別表第２財務関係事務２－４契約の調達の項中消耗

品、印刷製本、原材料、備品その他（管理者が指定するもの）の備考欄の改正規

定及び物品の借入れの項中管理者が指定するものの備考欄第３項の改正規定は、

公布の日から施行し、この管理規程による改正後の水道局副局長等専決規程別表

第２財務関係事務２－１支出決定の調達の項中消耗品、印刷製本、原材料、備品

その他（管理者が指定するもの）の備考欄、請負（その他）の項中管理者が指定

するもの及び修繕料（建物、設備又は構築物の保繕又は小改修に係るもの）以外

並びに管理者が指定するものの備考欄第２項並びに物品の借入れの項中管理者が

指定するものの備考欄第２項、別表第２財務関係事務２－３その他の物品の借入

れ（支出を伴わないもの）（管理者が指定するもの）の備考欄第２項並びに別表

第２財務関係事務２－４契約の調達の項中消耗品、印刷製本、原材料、備品その

他（管理者が指定するもの）の備考欄及び物品の借入れの項中管理者が指定する

ものの備考欄第３項の規定は、令和６年４月１日から適用する。  
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神戸市監査委員告示第１号 

 

包括外部監査人松谷 卓也の補助者 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 32 第２項の規定に基づき、包括

外部監査人松谷 卓也の監査の事務を補助する者について、次のとおり告示する。 

  令和７年４月３日 

神戸市監査委員 細 川  明 子 

同       大 澤  和 士 

同       福 本  富 夫 

同       菅 野  吉 記 

 

監査の事務を補 
助する者の氏名 

監査の事務を補 
助する者の住所 

 監査の事務を補 
 助 で き る 期 間 

大野 彰子 
神戸市中央区八幡通４－１－37－

1603 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

鈴木 亮 芦屋市山手町３番 32－201 号 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

中野 宗一郎 
大阪市都島区善源寺町２丁目３番 15

号 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

中村 健人 
淡路市志筑 1363－２バーゼル壱番館

207 号室 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

三好 貴将 
神戸市東灘区甲南町４丁目 15番１－

404 号 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

森川 拓 西宮市上甲東園２丁目 16 番 12 号 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

吉田 皓 大阪府高槻市宮田町３丁目 34－３ 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 

道幸 尚志 芦屋市山手町 33 番 21 号 
令和７年４月 ３日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 
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神戸市監査委員告示第２号 

 

包括外部監査人松谷 卓也の補助者 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 252 条の 32 第２項の規定に基づき、包括

外部監査人松谷 卓也の監査の事務を補助する者について、次のとおり告示する。 

  令和７年４月８日 

神戸市監査委員 細 川  明 子 

同       大 澤  和 士 

同       福 本  富 夫 

同       菅 野  吉 記 

 

監査の事務を補 
助する者の氏名 

監査の事務を補 
助する者の住所 

 監査の事務を補 
 助 で き る 期 間 

青木 志帆 神戸市中央区浜辺通 6-1-1-1718 
令和７年４月 ８日（木）から 
令和８年３月 31 日（火）まで 
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